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平成 29 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 

障害者政策総合研究事業（身体・知的等障害分野） 
 

研究課題名（課題番号）：医療的管理下における介護及び日常的な世話が必要な行動障害を有する

者の実態に関する研究 （H27-身体・知的-指定-001 ） 

 
 

分担研究報告書 

 
 

分担研究課題名：長期在院知的・発達障害入院患者について２調査の比較 

            （平成２１年度と平成２７年度の調査比較） 

 

       研究代表者：市川 宏伸（日本発達障害ネットワーク 理事長） 

        研究分担者：田渕 賀裕（関東医療少年院 法務技官） 

        研究協力者：平川 淳一（平川病院 病院長）

A.研究目的 

平成１７年に発達障害者（児）支援法が施行さ

れ１０年が経過し、医療現場では、発達障害者

（児）に対する試行錯誤的対応が行われている。

本研究では、平成２１年度および平成２７年度

に行った調査について、比較検討を行った。 

 

B.研究方法 

それぞれの調査は、発達障害者（児）の医療に

ついて、長期在院となっている患者の実態を把

握する目的に、日本精神科病院協会に加盟して

いる施設へ郵送にてアンケート調査を実施し

た。アンケートは郵送にて回収し、各項目につ

いての集計・解析を行った。平成２１年度の調

査では、有効回答２４９件、平成２７年度の調

査では、有効回答２０１件だった。 

研究要旨 

平成１７年に発達障害者（児）支援法が施行され１０年が経過し、医療現場では、発達障

害者（児）に対する試行錯誤的対応が行われている。本研究では、平成２１年度および平成

２７年度に行った調査について、比較検討を行った。それぞれの調査は、発達障害者（児）

の医療について、長期在院となっている患者の実態を把握する目的に、日本精神科病院協会

に加盟している施設へ郵送にてアンケート調査を実施した。アンケートは郵送にて回収し、

各項目についての集計・解析を行った。平成２１年度の調査では、有効回答２４９件、平成

２７年度の調査では、有効回答２０１件だった。 

結果では、長期在院知的・発達障害入院患者の割合は、平成２１年度の４．２％から平成２

７年度では２．８％へ減少している。また入院年数の分布の結果から、より長期在院の入院

患者の割合が減少しており、より長期在院の知的・発達障害入院患者の退院促進の成果がう

かがわれた。他の精神疾患、身体疾患の併存のない割合が、２６．０％から１９．６％と減

少しており、純粋に知的・発達障害のみの患者の退院促進が進んだことは、本来の精神病院

の機能を鑑みると、適切な変化が推進していると考えられた。身体拘束の有無では、ほとん

ど身体拘束を必要としない割合が、７６．８％から７７．９％と明らかな変化は認めなかっ

た。医療上入院治療の必要性の有無については、必要である割合が、６４．４％から７４．

９％と上昇しており、必ずしも医療上入院治療が必要でない群の退院促進が進んだ結果と考

えられ、望ましい変化と言える。今後も、併存疾患のない知的・発達障害群、身体拘束を必

要としない群、必ずしも医療上の入院が必要しない群の退院促進を進めることが課題である

と考える。 
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両研究ともに、日本精神科病院協会に加盟して

いる施設へ郵送にてアンケート調査を実施し

た。アンケートは郵送にて回収し、各項目につ

いての集計・解析を行った。平成２１年度の調

査では、有効回答２４９件、平成２７年度の調

査では、有効回答２０１件だった。それぞれの

調査結果の比較を行った。 

 

C.研究結果 

1.有効回答施設／加盟施設数 

平成２１年度：２４９／１，２１４（２０．

５％） 

平成２７年度：２０１／１，２０５（１６．

７％） 

2.調査対象 

平成２１年度：精神遅滞患者 

平成２７年度：知的・発達障害患者 

3.病院病床数 

 平成２１年 平成２７年 

６００以上 ６ ＊ 

４００以上 ３１ １７ 

２００以上 １０１ ８９ 

１００以上 ９２ ８２ 

１００未満 １８ １０ 

＊１：質問項目になし 

 

4.ワンデイ調査（調査しやすい１日の集計） 

(1).精神科入院患者数と長期在院入院患者数 

a.入院患者数 

全精神科患者数 

長期在院（２年以上）知的・発達障害患者（％） 

 平成２１年 平成２７年 

全精神科 

（人） 

５５，２８７ ３４，５８２ 

知的・発

達（人） 

２，３１９ 

（４．２％） 

９７５ 

（２．８％） 

 

ｂ.在院年数毎患者数 

 平成２１年 平成２７年 

２年～ ２４８ １４０ 

３年～ ２６８ １６４ 

５年～ ４２１ １８７ 

１０年～ ４９９ ２２７ 

２０年～ ３９２ ９３ 

３０年～ ２５１ ７７ 

４０年～ １９４ ８４ 

 

 

ｃ.併存疾患の有無 

 平成２１年 平成２７年 

知的・発

達のみ 

６０３ 

(２６．０％） 

１９２ 

（１９．６％） 

精神併存 １，２４８ 

(５３．８％） 

５０３ 

（５１．５％） 

身体併存 ＊２ ９２ 

精・身体

併存 

＊３ １９０ 

＊２：質問項目なし 

＊３：質問項目なし 

ｄ.身体拘束の有無 

 平成２１年 平成２７年 

なし １，７８０ 

(７６．８％) 

７６０ 

(７７．９％) 

時々 ２２３ ６７ 

頻回 ５８ ４５ 

毎日 １４６ １０３ 

ｅ.医療上入院の必要性 

 平成２１年 平成２７年 

必要性

あり 
１，４９４ 
（６４．４％） 

７３１ 
（７４．９％） 

必要性

なし 
１，４７８ 
（３５．６％） 

２４４ 
（２５．１％） 

ｆ．必ずしも必要でない入院長期化の理由 

 平成２１年 平成２７年 

自宅の受け

入れがない 

６０４ ２２１ 

施設が見つ

からない 

４１２ ２１７ 

入院継続を

希望 

４１８ １５５ 

＊平成２１年は重複回答不可、平成２７年は

重複回答可 

ｇ．長期入院とならないための必要な支援 

 平成２１年 平成２７年 

施設の増設 １３１ ９８ 

施設への医

療支援の充

１２５ ７２ 
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実 

専門病棟の

設置 

８７ ６２ 

現状のまま

でよい 

１０ ４ 

 

ｈ．知的・発達障害患者の医療のあるべき姿 

 平成２１年 平成２７年 

必要時入院

出来る体制 

１８０ １２１ 

施設内医療

の充実 

１２９ ７５ 

訪問等 １００ ６９ 

専門病院の

設置 

９０ ６５ 

一般病院へ

の専門支援 

５９ ５５ 

 

D.考察 

結果では、長期在院知的・発達障害入院患者

の割合は、平成２１年度の４．２％から平成

２７年度では２．８％へ減少している。また

入院年数の分布の結果から、より長期在院の

入院患者の割合が減少しており、より長期在

院の知的・発達障害入院患者の退院促進の成

果がうかがわれた。他の精神疾患、身体疾患

の併存のない割合が、２６．０％から１９．

６％と減少しており、純粋に知的・発達障害

のみの患者の退院促進が進んだことは、本来

の精神病院の機能を鑑みると、適切な変化が

推進していると考えられた。身体拘束の有無

では、ほとんど身体拘束を必要としない割合

が、７６．８％から７７．９％と明らかな変

化は認めなかった。医療上入院治療の必要性

の有無については、必要である割合が、６４．

４％から７４．９％と上昇しており、必ずし

も医療上入院治療が必要でない群の退院促進

が進んだ結果と考えられ、望ましい変化と言

える。 

今後も、併存疾患のない知的・発達障害群、

身体拘束を必要としない群、必ずしも医療上

の入院が必要しない群の退院促進を進めるこ

とが課題であると考える。 

 

E.結論 

日本精神科病院協会に加盟している施設への

平成２１年度の調査と平成２７年度の調査を

比較した。長期在院知的・発達障害入院患者の

割合は、平成２１年度の４．２％から平成２７

年度では２．８％へ減少している。２．８％の

内訳からは、より長期在院の患者、併存疾患の

ない知的・発達障害患者、必ずしも医療上の入

院を必要としない患者の割合が減少しており、

本来の精神病院の機能を鑑みると、望ましい退

院促進が進んできたといえる。 

今後も、併存疾患のない知的・発達障害群、身

体拘束を必要としない群、必ずしも医療上の入

院が必要しない群の退院促進を進めることが

課題であると考えられる。さらなる専門技術の

普及や支援体制の充実に向けて、調査・検討を

行う意義が存在するものと考えられる。  

 

F.健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

なし 

 

1.論文発表 

なし 

 

2.学会発表 

「長期在院知的・発達障害入院患者についての

全国調査～平成２１年度と２７年度の比較か

ら～」第６４回日本病院・地域精神医学会発表

予定 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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